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llヘ ッセ ン州にお ける広域地域監査の内容








田 本 にお ける公認会計士等 による地 方自治体の包 括外部監査 は1999年度か ら始 ま り《
すで に3回目の年度 を終了 した。監査のテーマ は監査人が 自由に複数選択可能である。 監
査のテーマを都道府県の包括外部監 査に限 って見る と↓1999年度 では公社な,どの外郭 団
体の財務監査が21都道府県、病院な どの公営企業の財務監査が16都道府県 、自治体め財産
管理状況の監査 が24都県《、・自治体 の予算執行 状況の監査が23府県 となつて いたS1)。2000
年度で は外郭団体 の財務監査が30都府県、公営企業の財務監査が20都県∴自治体 の予算執
行状況の監査が16都道府県 とい う順であ5た ②。2001年度 にお いても外郭 団体 の財務 監
査が トップで30都道府県 に昇っていた馬 ・;`、・,!、,t..'・',.いパ 、・'い ノビ"弓
1999年度 の監 査では会計処理の不備を指摘するものが多 く見 られたのに対 じて"}、・・監査
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ヘ ッセ ン州 の広域地域監査 にお ける監査テーマぱ個 別 にみ る と、 現在 なお進行 中の もの
も含めて80に昇る。ヘ ッセ ン州会 計検 査院か ら広域地域 監査 に関す る第1回の 全般 的要約
監査報 告書が1995年11月に発行 され て以来、2001年11月に は発刊 数 も10冊にな った。
報告書 は図表 ・グラ フが 多用 されているのに加え、Ll999年度の第8回報告 書か らは必要が
あれば 問題 を顕 在化 させ るため に写真 も掲載 され るよ うになって いる。 これ らの報告書
に記載 されて いる監査テーマ を順 にま とめ る と次の ようにな る。なお 監査テーマは、地方
自治体 の業務 その ものに対す る ものが多 く、外郭団体 や地方公営企業 に関す る監査 は51の
監査 テーマの内10を占めるに過 ぎな い。
(1)廃棄物処 理場 と廃棄物処理料 金に関す る7つ の郡 とフ ランクフル ト近郊地域連合 の相
互比較'∵ 、 、 ・"・'
:i②建築 許可 に要す る時間 を基 に した管 轄機 関の組織 と経 済性 に関す る10都市の相互 比
t較`::一 一11|:ン,、_一 ー ー ー一'`、『.
t③清掃作業の業務 と組織 と人事厚生および経済性 に関す る25市・町 ・村の相互比較 ・
(4)住宅公社 の業務 に関する12都市 の相互比較}∵
⑤ 無資格 者に割 り当て られた住宅料 金な どの徴収状況 に関 する23市↓町 ・村め相互比較
⑥公 共交通機 関の供給 状況 と経営お よび経済性 に関す る5都 市の相互比較 ・1
、(7)不動産契約 の監査 ・1't.1・',,,t`"・Tt'1"1
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⑧ 資 金 の運 用 に 関す る42の市;町 ・村 の相 互 比較',・Lt
(9)生活 保護 に関 す る8郡 ・3郡 代 表 都 市 ・2特 別 都 市 の相 互 比較 ・`:'∵
⑩ 財 政 の効 率性 に関 す る21の市 ・町 ・村 の相 互 比較stt・,∴
ODフラ ンク フル ト市 にお け る財 政 再 建 政策 に 関す る監査
⑫ カ ッセ ル市 に お け る財政 再 建政 策 に関す る 監査
⑬ ヘ ヅセ ン州 社 会福 祉 事業 団 に属 す る精 神 病 院 の相 互 比較 い ・-1-=::/ド ーE、
⑭9の 下 水公 団 と1つ の地 方 自治体 にお け る下 水公 団 め 建設 手 続 に関 す る相 互 比較`
個20の 市 ・町 ・村 が保 有 す る消 防 車 と消 火機 材 に関す る 相 互比 較/.、'・
個 人 口3方 人以 下の 市 ・町 ・村 にお いて緊 急 時 に常 備 した方 が よ い消 防機 材 め判 断 基 準
'aの21の市 ・町 ・村 の水 泳 プ ール の 経 済性 に 関す る相互 比 較9 ,:',Jl、:"・'..1・
⑱10郡 の環境 局 に関す る監査 ・'t"1・ い ペ ピ':、 、t:1'1:一'コ
⑲ ウイ ヅカー 廃 棄場 とマ イ ン ∴タ ウヒ ユス 廃 棄物 リ サ イ汐 リシ グ会 社 お よび ノル トペ ス
・ 、トシ ュタ ヅ ト廃棄 物 焼却 場 の監 査 ・L'一,L'/:,・ ‥i㍉ 一 川i㌍ll'1
⑳10郡 の執行 手 続 に関 す る相 互 比較 ・,,・1".:パ
1:eD2i－の市 ・町 1■村 の スポ ー ツ ・文 化活 動 に関 す る相 互 比 較 ・tLt・
⑳ 福 祉 互助 金 庫 と付 属 福祉 互 助 金庫 の相 互 比 較 ・ ・'`:・
ical7の市 ∵町e村 の不 動 産投 資 に関す る相 互 比 較t・ ば ・∵!・ ∵
⑭10郡 の建築 局 の相 互 比 較 ■-tt・ 『ilパ 、 ・∵`・ ㌧∴ ・;.
㈱52都 市 の資 金 運用 と海 外投 資 に関す る相 互 比 較'、L':、"{:
,㈱5特 別都 市 の財 政 再 建政 策 に 関す る相 互 比 較監 査 、stt-、'..`"・ ・"eI'
'勧不 動 産 リ∴ ス に関 す る相 互 比較 監 査 .',`∵ ∵ ■.
㈱21の 市 ・町;村 の オ ブ イス ・オ ー トメー シ ョン とネ ッ ト化 に 関す る相 互 比較 監 査`・
⑳ 動 物 め死 骸 の処 理 に関す る 相互 比 較 監査},・ ・_㌧ ㌔1"・1;も
鋤 電 力・ガ ス な どの公 益企 業 に対 す る認 可料 金 に関す る54の市 ・町 ・村 の 相互 比較 監査
則難 民保護手続に関す る3特 別都市 と8郡 の相互比較監査'・'一"∵ い
幽 下水 道料 金 と助 成 金 に関す る州 レベル の 相 互 比較 監査 ・'.}',:一`
.倒43の市 ・町 ・村 の保 険 契約 に関す る相互 比 較 監査tt…;も ・
t'0φ地 方 公共 団 体 のた め の3地 域 計算 セ ンタニ にお け る相 互 比 較 監査'、1,1J,・、
田12の 治 水土 木 公 団 の治 水 に関 す る相 互 比較 監 査 一・t・.t'a∵`
eθ1'5の市r町 ・村 にお け る相 互 比 較 のた め め全体 監査1;'㌧ ・いll'1't'・"t
、勧15の 市 ・町 ■一村 にお け る相 互 比 較 のた め の全 体 監査H∵ 、1:t'",∴ti
『㈱ カ シセ ル 地方 にお ける カ
ッセル 市 と隣接4郡 お よ び4特 殊 法 人の廃 棄 物 処 理 政策 た関
す る相互 比 較 監査 『 一 ∴:、Il・1:「
・・`倒事 業 税 の査 定 と徴 収 に関 す る相 互 比 較監 査 ,一`㍉
16 一 経 理 .'知 、"1i・
・⑳ 旧西 ドイ ツ国 民に対する第二次世界大戦の補償金 に関する相 互比較監査
4D市民大学 に関する相互比較監査t::'t-一 、 ・ ビ
働3郡の財政再建 に関す る相互比較監査:・t-t'//一:1・.ド
㈱地方 自治体の出資企業 に関する相互比較監査 ㍉ ・ … 』 バ
⑭地方 自治体 のイ ンフラス トラクチャーの相互比較監査i-Ltl、 ・いし ・い ・
㈲ 車庫証明 に関す る相互比較監査1.・.・'",tl.L∴:1
㈲ 青少年保護に関す る相互比較監査'・',、 一・ ・… 、
㈲地方 自治体の保有車両 の駐車場に関する監査 　 ぷ.《,、`'∵
幽 「新行政管理モデ ル」・に関する相 互比較監査11`t.L`・.・t・]
働 校舎に関す る相互比較監査,tti・' .tt、"・ 、 ・-tt、
帥16の市 ・町 ・村 における相互 比較のための全体監査 皿".'、,、.一』/'・ ・…']'i
⑪ユ5の市 ・町;村 における相互比較のための全体監査IV"一 、tt・ 〉',E
以上51件の広 域地 域監査 の委託 を受 けた外部 監査 人の内訳は次 のよ うになる。 全体 の
内の26件は経済監査士会社 に委託 され た。アーサ ー;・・アンダ[セ ンやKPMGお よび:ア≡ ネ
ス トヤ ング とい う5大 国際会 計事 務所 に委託 された ものが9件 あ つた。1その内 の6件は
アーサ ー アンダ「セ ンで あった。またコ ンサルテ ィ'ング会社 に委託 された ものは 蜂 件 あ
り、6件は ドイ ツ国内 の同 じコンサル ティ1>グ会社 であった。経済監査士 の個人 事務所 に
委 託され た もの も11件あった。 この内6件は二 人の経済監査士の共同事務所 に、・.あとの㌧5
つは弁護 士兼経済監査士事務所に委託 されて いる6t"':}
外 部監 査人へ の委託 は公募入札制 を とっでいるが、i委託者に多少の偏 りが見 られる。例
えば⑳⑫㈹⑭ の財政再建政策 に関す る監査 と⑳ ⑳ の全体監査 については;すべて同 じロ1ン
サルテ ィング会 社 に依 頼されて いる。'ただ しこれは被監査 自治体 を統≡ した基準で評価 し
相互比 較す るた めにも、同 じ依頼 先を使 うことが望 ましいとい う配慮が 働 いたので あ ろ
・う。t・11'・i㍉,ll・.、1・'`・'",∴ 、 ■`・一 、・;,tt',t
・これ らの監査テ ーマか ら推測で きるように、、外部委託監査で は、・経済性監査 と効率性監
査 を中心 に行 って いる。監査 は一定の基準 をもとに判断基準を指標化 しご複数 の地方 自治
体 またはその外郭 団体 に対 して順位付けを し相互比較を行 うものが大多数を 占めてい る'e
そ して被監査 自治体 またはそ の外郭団体や地方公営企業に対 しで節約可能性 の指摘{ざ ら
には具体的な節約 可能額の提 示を行 ってい る山 例えば㈲ と⑯の消防車 と消火機材 に関す る
市 ・町 ・村の相互比較監査ではご節約可能性の提示 は、;ペツセ ン州の防火体 制に関す る法
律 と消 防署 の設置に関する条例を もとに、近隣の消防署か らの応援 の可能性や潜在的危険
性 を考 慮 した ものにな ってい る⑨。経済性監査や効率性監査の基礎は、や は り適法性や正
規性 にある ことを暗示 してい ると言える。'ぼ ㍉ ∵ 」…∴
上にあげ られた監査テーマについて 少し詳 しくみてい く。:まずユ997年が ら1998年にか
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けて行われた、働 の下水道 料金と助成 金に関する監査 では、次 のような ことが指摘 されて
,いるeq。下水道料金は実際の原価計算 によ って算定され たのではな ぐ 単 なる見積 もりに
よ る算定である。そのため下水道料金 によ りどれだけ コス トがカバLさ れ ているかについ
て も、・大きなば らつきがあ り、 コス トの半分近い黒字 を出す ものか ら、 コス トの半分近い
赤字 を出しているもの まである。 また ヘッセ ン州では下水道施設の減価償却は、.助成金を
含めた額を基準に して行われて いる。 もし圧縮 記帳が認め られたな らば、 その分だけ下水
道 料金 の引き下げが可能になるという指摘 もある。 『
㈱の事業税 の査定 と徴収 に関する相互比較監査 については、次のような 指摘が されて い
るgu。監査は1998年か ら1999年にかけて行われた。監査 の対 象になうた39の市 ・町 ・村
にお ける予算歳入の36%が事業税によるものである。 半数以上の個所でその割合が30%を
超 え、 中には歳入の75%を占めるものもあ った。最近は事業税収入の落ち込みが目立つ。'
1996年度では18の市 ・町 ・村で20%の増収 があったが、9の 市 ↓町 ・村では20%の減収
を記録 した。1997年度 には6の 市 ・・町 ・村で増収 となった が、13の市 ・町 ・村 では20%
の減収 となっ た。 中には前年度190%の増収 か ら59%の減収 に転 じた ところもあ'っ・た。 こ
こで分析に用 いられた指標 は①各常勤担 当者数 あた りの事業税査定企業数②事業税業務の
年間コス ト③事業税通知に要した 日数の平均値④事業税徴収 に要 した 日数 の平均値④支払
遅 延による追加加算算定の誤謬率⑤事業税額 の誤謬率である。,これ らの指標 によ り監 査対
象の市 ・町 ・村の順位付けと総合順位が示 されている』 ・ ・ ㌧.、`
そ して 例えば事業税通知 に要する 日数は平均20日程度で:『正規性 と適時性は遵 守されて
いたとする。 また事業税額 の誤謬に関 しては次 のような指摘がされている。支払遅延 によ
る追加加算算定につ いては5つ の市・町;村で50%以上の誤 りがあ り、1平均の誤謬率は15%
であった。 また地域計算セ ンターと接続 しているところ とそ うでないと ころで、追加加算
算定 に関 して大きな誤謬率 の相違が生 じている。その誤謬率がゼ ロである20の市 ・町 ・村
の90%は地域 計算 セ ンタrと 接 続 しiい る。'・一方事業税額 の算定 につ いては誤謬がない
市 ・町 ≒村 は10に留ま り、8個 所で誤謬 率は50%を超 えた。誤謬率が100%のところ もあ
り{平 均誤謬率は28%とな づた。地域 計算セ ンター と接続 しているところとそうでないと
こ ろの相違 も追加加算算定 ほど大 きくなか つた。その理由 として事業税額の算定の複雑性
が あ り、コンピュータのプログラムでは十分 に対応で きない点が指摘 されている㎡それ に
もかかわ らず、手 計算で事業税額や追加加算額 を計算する習慣 は止められ るべきであると
勧告 されて いる。 ・:'・,TI'-1'1・'di['ll[".、//'.t1
㈲の出資企業の相互比較監査では、ダルムシュタヅ ト・フ ランクフ ル ト・オ ッブェンバ ッ
ハ・ヴ ィスバーーデ ンの4都 市 における出資企 業の実態 について監査が行なわれているpm。監
査 は1998年か ら2000年にかけて行われた。1997年12月、31日の時点でこれ らの都市は、
合 計287の民営企業 を直接的 または間接的 に保有 しで いる。 これ らの都市の出資比率が
'18 '一一」 経 理 .知 識 トー
20%以上の企業は198社あり.,1997年度における従業員数は4方 人弱であ駄 売上を基に
棚卸資産 と投資資産の変動 を差引き した金額 を業績 とみなす と、その額は140億旧 ドイ ツ
・マルクに達 づする。 また これ らの企業 に対 して支 出されだ4都 市の予算額は、86億7000
・万1日ドイ ツマル クに及んで いる二tこれ らの都市は、出資企業の大部分に直接的な議決権 を
持 ちll287社の内103社につ いて実質的 に支配 して いる。 ・;'
iしか し民営化 した 自治体 業務 に対す る権限の弱 まりが指摘でき、監督部門による統制も
制限 されて しまっている。監査ではこの点 を改善す るためにミ各都市がその出資状況に応
'じた独自の出資報告書を企業 に提出させ るごとを提言 している。'そして評価できる試み と
して フラ ンクフル トとヴィスバーデ ンの例が示 されている。そ こでは報告書に記載 を要求
されるデータ の統 一した様式が示され、出資 自治体 の管理 目的のために、L定 の出資企業
に定期的に報告書 の提出が求め られて いる。 ・ ・,∴ ・・ ∵
… 出資 報告書の呈示を各都市は義務 づけて いない。 しか しダルム シュタッ ト・フランクフ
ル ト ・ヴ ィスバーデ ンは、財政状態 の大まかな分析 しかできない ごとを 補足す るたあに、
直接の親子関係が ある出資企業 に対 して出資報告書 の記載 を求めて いる。監査では、直接
親子関係のある企業 に対 して、年次出 資報告書が州 の行政機関で公示 され情報 として得 ら
れ るこどを提言 して いる。 さ らに出資報告書は、公的 目的の履行状況 ・企業の状況 の概要
や収益状況 ざ債務状況 ・出資状況 ・企業 の組織体系 〔出資企業 に対する 自治体 の保証債務
につ いて記載 され る ことが提 言されている。そ して最後に このよ うな報告書の作成は直接
親子関係 のな いすべての間接 出資企業に対 して も拡張 され るべ きである としている。
皿$ヘ ッセン 州における広域地域監査の具体 的手法 ・.い:
1.選択の基準
1ここでは具体 的な手法に重点 をおきなが ら、ヘ ッセ ン州 の外部監 査の内容 について さら
に詳 し く検討 したい。 ここにあげ た4つの例 の選択基準は次 の通 りである。①監査の基本
が適法性 と正規性 にあ り、②経済性 と効 率性は適法性 と正規性 を前提 とし、監査対 象は一
般化が可能な数だけ無作為に選択 され、③指標の設定方法 と相対的ランク付けの手法と節
約可能額の呈示方 法が理解 しやす く、④時 には政策評価に も触れる ことがあることを示す
ものである。車庫証明に関す る相 互比較監査は① の観点か ら、保険契約に関する相 互比較
監査は② と③の観点か ら、資 金運用に関す る相互比較監査は③の観点か ら、「新行 政管理モ
デ ル」に関する監査は④の観点か ら選択 された。"・ ∴:'、'。
2'車 庫証明に関する相互比較監査 ・-'、・ バ ー;・"1tt'`';い
㌧、まず 皿の閥の車庫 証明に関す る相互比較監査 について監査め具体的概要 を見た い馬 監
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査は1993年か ら1998年まで行われたUI1993年12月20日にヘ ッセ ン州の建築 に関す る州
令が改正されたの をうけて、車庫証明 の新 しい規定がig95年6月7日か ら発効 した。 こ
の新規定が適切 に執行 されて いるかが この監査 の焦点 となった。監査 人は、「資金運用 に
関する相互比較監査」 を担 当したべネ教授 とハプ ス ト経済監査士 の共同経済監査士兼税理
士 事務所であ る。'監査で はまず22の地方 自治体 の車庫証明 に関す る規定 を調査 じた。 こ
の結果は報告書で表に して明示されている。"_・ 一`叫
車庫証明の管轄は、郡 と郡に属する地方 自治体 の建設監督課であるが、両者の管轄区域
が不明瞭 なために計画段階の検査は必要 とされて いない。'行なわれているのは、建設監督
諌 の個 々の判断で必要とされたものか建設者の申立によ るものである。監査では↓通常建
設監督課が車庫証明義務の免除 自体 につ いて検査 をして いないことが指摘きれた 車庫証
明の免除 か ら生 じる補償 金 め支払 いとその額 の決定 の権 限 は 自治体 にあ る↓監査で は
;1993年が ら1998年まで の公共建造物 ・大型建造物 ・商業建造物 ・-L・戸建て ・ヤ ンション
:につ いて、それぞれ建築 申請 の際に規定上必要な 車庫証明がされ ているかが調査 されたぷ
…次 に車庫証明がどのようにとられて いるかが監査 きれた。具体的には建築場所 に車庫が
とれない場合には、便利な場所に車庫証明がと られているかが監査された。'車庫 につい!て
は、,その数 ・場所 ・大きさ1・設置状況 について監査が され た。'その際の留意点は、交通の
障害 にな6て いないか不便 でないかで あった。iその結果指摘された ことは公共建造物た関
しては次のこ とであつた。①13の建築 に関 して車庫証明証が添付 され;(・いなか っ'た。②
257の車庫 にづいて建築責任登記が 欠 けて いた。③ 必要 とざれ る車 庫が計画 されて いな
か`oたもめが10件あつた,④ 車庫が不便な所にあるものが4件あった。'・'t"1"
大型建造物 と商業 建造物お よび住宅 に関 しては次 の ことが指摘 された。①1iの調査対
象1こ関 して車庫証明が添付 されていなか った。②173の車庫 について建築責任登記が欠け
ていたS③ 規則で必要とされる車庫が計画 され ていなかったものが529件あった。④ 車庫
が不便な所 にあるものが71件あつた。⑤ 建築 認可 と乖離 した車庫が905件あったこ・この
結果車庫証明 め取扱 い,に不適切な点があるとして、建設監督諌による監視の整備 と自治体
自体の積極的な取 り・組み を求めて いる。^'…:.‥II
特別 な事情で車庫 を作る ことが困難な場合には;地 方 自治体 に対 して補償金を納 めれば
免除 を受 けることがで きる。補償金 の上限は、',車庫の建築 と土地 の取得}こかか る費用 め
80%を目安 どしている。監査では、 適切な金額が 補償金 とされているかを路線価格 と個 々
'の建築費 を積算 して調査 した
。:その結 果地方 自治体によって普通乗用車{こお いて、4.725
旧 ドイツマルクか ら25.000旧ドイツマル クまで差があるもの の、特 に異議を挟む余地はな
'
い と判断 して いる。1また実施状況 の監査 で次のような点が指摘 された。①41件について
規則 と乖離 した金額 が納め られて いる。② ある官治体で建設計画の変更に伴う公的便宜か
ら 、建築者が26の車庫免除に対する 補償金の支払 いを利子な しセ1ら年間支払 い猶予され
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ていたd③規定の不適切な適用のために、40件の車庫免除について補償額が過少に納めら
れ、3件の車庫免除について補償額が過大に納められていた。④17の車庫は存在しておら





.3.保 険 契 約 に 関 す る 相 互 比 較 監 査z、,'、 ・・
ノ'
次 にllの監査テーマ㈱ における43の市 ・町 ・村 の保険契約 に関す る相互比較監査 につ い
てご具体的 な監査 の手法 と勧告 内容 を詳細 に見 て いきた い卸。相互比較 監査 を担 当 したの
はフランクフル トに本拠 を置 く経済監査 士会社 である。 この監 査はヘ ッセ ン州 におけ る外
部委託監査 の特色 がよく現われた もの にな っている。 それは、}これがヘ ッセ・ン州全体 にお
ける小規模 の市 ・町 ・村:の保 険契約の状況 を把握す ることも目指 していた点で あるゲそ の
ため州 にお ける人:口3千人以 上1万人未満 の224市・町 ・村 か らその19%にあた る43市・町・
村を選択 巳1994年 度 か、ら1997年度の4年 間 の予算 年度 につ いて 延べ172保険契約年度
・につ いて監査 を行 った。・相 互比較 を行 う指標 として まず 住民1人あ た りの保 険料支払額 と
}予算に 占める保険料の割 合がそれぞれ 示された。前 者は1人 の住 民あた り6.63旧ドイ ツマ
ル クか ら2L35旧ドイツマルクの間 にあ り、後 者は予算の0.31%から1.25%の間 にあったu
'
、さ らに保険会社か ら得た損害補償額 よ り保 険料 を支払 い過 ぎていな いか を見 る指標が示
されて いる。 これ は_各 市 ・町 ・村 ご と加入対 物保 険の種類 と支払 保険料が異な るだ けで
な く、対物保険 ご との保険料の払 い過 ぎの全般 的割合 も考慮 した数値となって いる。例え
ば建物 に対す る対物保 険は1qo%の市 ・町 ・村 が加 入 してお り、損害補 償額 も保 険料支払
額の55%に昇 る。,しか し交 通訴訟保険は7%の 市 ・町 ・村 しか加入 してお らず 、損害補償
額の保険料支払額 に対す る割合 もゼ ロであった。 これ らの三つの指標 をもとに監 査対象 の
市 ↑町 ・村 の順位 付けが行 われ ている。以上の指標か らさ らに分析 を行 った結果、保険会
社か ら受 け取 った損害補償 額は、 支払保険料の22%にしかな らず、個 別にみて も監 査対象
の市 ・町 ・村 の どこも損害 補償額 が支払保険料 を超えた ものはな かった。 また90%の損害
補償額 は5,000旧ドイツマル ク未満で あった。t,;、
そ して保険料 節約方 法 を探 る前提 として次の4点 をあげて いる。第一 に市 ・町 ・村はこ,
企業 と異な り法律 で存続が 保証 されてお り、 そのた めの保険 を結ぶ必要 は無い。 第二に損
害金額が大 きく、予算 の執行が脅かされ るような事態 に対 して保険 をかけるべきであ る。
第三に保険料 の節約分は、'自己保険 という名目で自治管理 目的 の特別 積立金の計上 にあて
ることができ る 第四にリス クに備えて計 上す る通常 の普通積 立金はご保険会社が支払 う
損害補償金 と同 じ役割 を持 つ もの として利 用可能で あ り、 一部 の例 外 を除 き市 ・町 ・村が
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保険 に加入する ことは義務 づけ られていな い。
このよ うな前提を もとに次の4つ の保険料節約方法が勧告されている。第一 に積立金の
計上 という自己保険的手段 と保険契約の解消があげ られて いる。ヘ ッセ ン州の市 ・町 ・村
条例 によれば、最近3年 間の予算年度における市 ・町 ・村 の平均経費の2%を 普通積立金
として最低計上する義務があ り、平均20万旧 ドイツマル クが現実に積立てられている。 ま
た延べ172の保険契約を調査 した結果か ら、損害額は保険支払額の60%未満にすぎない こ
とが分かった。 それ らか ら、予想される損害の金額が支払保険料の60%未満で、 自己保険
としての普通積立金が20万ドイツマル ク以上 あれば、保険料は節約可能 とされた。
逆 に保険対 象の価値が20万旧 ドイ ツマル クを超 えるものにつ いては保険契約が望 まし
いとされた。ヘ ッセ ン州の市 ・町 ・村条例 によれば、保険料節約額は特別積立金にも含め
る こ・ともできる。それは、 損害が生 じた時 に使 用する資金の増強 と将来にお ける支払保険
料の:一ー層の節約 を可能 とする。なお節約可能性 が比較的高 い理由と して、、保険税が15%と
い,う高水準にある こともあげ られる。
:'第二 に保険契約の形態を改善す ることが あげ られ、第三 に保険契約の公募があげちれて
いる。そ して第四に消防士の損害保険や市長に対する訴訟保険 のよ うな、第三者に対す る
任意 の保険契約は締結 しない ごとが求め られている。 なお各市 ・町 ・村あた りの平均的節
約可能額は年間35,000旧ドイツマル クであった。t
・また研修な どを通 じて公務員の専 門知識 を磨 く必要性が求め られ、・保険契約 の締結よ り
むしろ損害補償請求の調査 と防止がそ の仕事 として重要になる ことが指摘されて いる。}積
立金の計上 という自己保険は、市 」町 ・村 自体 が損害程度の調査 のコス トを負担する こと
を意 味 し、損害補償処理 も市 ・町 ・村 自らが処理 しなければな らな い。つ まり遡及権 は保
険会社から市 ・町 ・村 自らに移る ことになる。・市 ・町 ・村が損害補償の処理にか ける時間
は従来少なかった。 これは、市 ざ町 ・村の役割 が損害補償 の受取人 と保険会社 のつなぎと
内部的合意を取 り付けることで済んだためで ある。今後自己保険的手法 を用いることによ
り、保 険会社の調査が入 らない場合 には、損害の査定や補償な どにつ いて迅速な処理が求
め られる ことが示唆 されて いる。最後 に車両には 自己参与 無しの最大限の保険 をかけ、 グ
リルハウスや待合室 または墓地のよ うな損 害 リス クの低いもの には包括保険で十分である
というよ うにい加 入する保険の形態を十分考慮する ことが勧告 されて いるb'ft'
・1『 ・a ,`'".:1・'、 ・ピ 、lt;,
4.資 金運用 に関する相互比較監査 、 い 、:・,ttt"
llの監査テrr,マ⑧ における42の市 ・町 ・村の資金運用に関する相互比較監査 につ いて、具
体的 に監査の手法について見てい くことに したいes。監査は1995年に行われた。監査 を担
当 したのは、'ベネ教授 とハプス ト経済監査 士の共同経済監査士兼税理士事務所である。監
査はも'大きく分けて手続 と組織に関する監査 と指標分析による 監査が実施された。』ピ
22 一」一経 理 知 識 一
(1)手続 と組織 に関す る監査
ここでは監査分野 として次の項 目が選択された。"
① 一般的組織 ∵"一.い 一 …
・② 決済計画 一 念"1-- tt
③ 資金運用 の決定手続
1④ 人員と使用機器
・⑤ 統 制 ■ ∵ ＼
監査の手続は;上 の項 目について監査対象の代表者に開き取 り調査を行い、次 に選別
i的に実地調査 を実施 した。 そ して各項 目について5点 法 による採点が行われた。'
②指標分析によ る監査'1・ 、1
'ここではまず基礎的指標が作成 され、次 にそれをもとに節約可能性 を求めるための指
標の作成が行われているSま ず最初の2つ の基礎的指標 として、`資金運用 の効率性 を概
観するために、長期借入金総額に対す る支払利息の割合 と手持資金総額に対する受取利
息の占める割合 を求めている6ま た地方 自治体は、通常長期借 入契約 において固定金利
を選択 して いる。 変動金利 を選択 した方が良いか どうか を調べ るため に、固定金利を選
・捌 した場合 の利息から変動金利を選択 した場合の利息を差 し引き、それを長期借入金総
額 で割 った指標 を求めている。 この指 標が小さいほど、変動金利 を選択 した場合の利点
;が少な くな る。 もしこれがマイナスであれば、固定金利を選択 した方が有利な ことを示
している61'"
高金利時代 には支払 いの遅れる可能性 のある長期借入契約はコス トがかさむため、地
'…方 自治体 が契約期間を一年間とするな どの リスク回避対策をとる。それが、 自治体 の固
定金利契約を助長する ことにもつなが っていたピ また長期固定金利契約は、担 当者の負
担の軽減や計画の確実性の増大、 さらに変動金利採用の リスクの排除な ど、管理 費の削
減 をもた らす。 しか し高金利 時代に契約を結んだ場合には、金利 が下がった時 により低
い金利 を利用する可能性は排 除され て しまう。なお この指標 はべ 単に担当者の金利変動




があれば、それを普通預金か ら積立預金に預 けた方がv受 取利息はよ り大きくなる。預
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・受取利息 もその分 だ け大き くな り、それが節約可能額 を示 している ことにな る。 正式 に
提示 された 金額 は、必要最 小限の手持資金だけ を普通預金 に預けてお き、後は少な くと
も積立預金 に預 けてお ぐという前提で求め られた。必要最小限の手持 資金は、7万5千
1旧ドイ ツマル ク とす るとともに、積立預金 として預け るためには、少な くとも10万旧 ド
・ イツマル クのまとまった金額 がな いと銀行が 受け付 けな い点 も考慮 された。 また普通 預
金 に預けた ま まの場 合の受取利息 は常 に05%と して計算 を行ったdそ の結果節約可能
額 として、5年3ヶ ・月で151,602旧ドイツマルクを提示 している。
節約可能性 を示す ために次 に示 された指標 は、'長期資金の借入利息 と短期の手持資 金
の運 用利息が、そ の時 の最適水準で 行われ てい るか に関する ものである。 最適 の利息 と
は～最新の コンピュータ・ネ ッ ト・ソフ トで得 られ るもの を基礎 に レた。、その利息 と実際
の借入 また は運 用利息の差 を求 め、それ に金額 を掛けた数字 を情報 コス トと して示 し節
約 可能な額 を提 示 している。 その額は具体的 には5年3ヶ 月で1β30旧万 ドイツマル ク
で あった。最後 の指標 と して求 め られて いる ものは、仕事量 に占める人件費の割合 と事
∴ 務機器 のコス トの割合であ る。仕事量 とは、手持資金、掛 け取引、短期借入金ぺお よび
平均的な長期借 入金額の合計 を表すぷ 人件費の割合 で特 に注意 しなければな らな いこと
は、 自治体 の職 員は、・同時 に他 の職務 を兼任 している場 合 もあるため、 この割合はあ く
まで も推定値 にす ぎな いとい うことである。 節約可能額はsあ る地方 自治体 の数字 をモ
.デル に して算定 した金額 との差額 として示されている。‥この 自治体 は、平均以上の指標
を持 ちよ く整備 され た組織 を持 つ もので、実 際に視察 も行われ た〇 一、　 ・
1・'・'…; .::・,,『:∵i'a、';・t:
5..「新行政管理 モデ ル⊥に関す る相 互比較 監査1
監査対象は1997年度 に 「新行 政管理モデル」 を導入 した地方 自治体 か ら9つ の市 ・町 ・
村 と3つ の郡 が選ばれた。選ばれた地方 自治体は、 自ら進んでこのモデルを他 に先駆けて
導 入 した ものば か り、で あるS監 査 は2000年に行 われた。監査 を行な うたの は地 元のコ ン
サル テ ィング会社で ある。 監査 を行 うにあた って特に重視 した点は次の7点 であるca。
① 一アウ トプ ヅ ト指向の行政管理 と契約義務の管理 一 一 ∴ .い.い
② サー ビスpプ ロダ ク ト指 向 の予算管理 ・' .:t
③ 会計
④ 報告書の様 式 と予算統 制 .,,、.
⑤ 分権化 と組織およ び責任 分担の評価'、,,"・ 、
⑥ 市民 と顧客指 向のサー ビス
⑦ 人員養成 と動機付 け ・ 、 、,・ 一 一 、,
さて①はスポー ツ振興 などのよ うなサー ビス,・プロダ ク トについて、,専門的 叉政 治的 目
標 が定 め られ 、 自治体 の代表 に受容 ざれご・,年度予算に示され予算審議の材料 となるべ きこ
24 ㍉ 、一 経 理 知 識 一
とを指す。サ ≒ ビス ・プ ロダク トの数 は100以下で概観可能な程度がよ く、質 ・、量の観点
か ら直接的で成果や指標の形で示 され るのがよ い。 年度予算 の審議は、契約義務 に基づい
た 目標やサ ニ ビズ:プ ロダグ トお'よび その費用 を一体化 した議 論が され るべ きである。
サー ビス ープロダ ク トは、 自治体の管理部門およ び代表者 によって生産性管理の道具と し
て設 定され るべ きと して いるtt・②では予算管 理がサー ビス ・プ 白ダ ク トを基礎 と レ その
手段 とサLビ スcプ ロダ ク トおよびサー ビス'・プロダク トと 目標 は相互 に依存関係がある
かを指 す。つ ま り予 算管理は 自治体の全ての階層 を通 じて行 なわれ.人 件費や原価計算で
求 め られたゴス トな どめ支出 と収入が基礎 となって いるか である。予算管理の責任者は、
良い成果 が上がれば報酬 を受 け、結果が悪 い場合には責任 を とらな ければ な ら.ない 。曇サ ー
ビズ ・プロダ ク ト指向 の予算管理の前提条件が整備 され ていない場合 には、カ メラル簿記
・式(Kamefalrdchhhng)+ua予算管理で経験 を積んで いるがが問題 どなる。
③は原価 計算 と成果計算 を基礎 とした会計 システムが整備 されて いるか を指す。 コス ト
は発生主義 に基 づいて原価場所 とサ→ ビス ・プ ロダ ク トにお いて把握 され、 コス トの大部
分 を 占める人件 費 も発生主義の観点か ら時間量 に基づいて把握 されなければな らない。④
は、報 告書の記載様 式 もサー ビズ ・プ ロダグ ト指向 になってお り、量 ・コス ト・・成果 につ
いて報告 されて いるかを指す。報告書で は差異 の指摘 と分析 およびその対処策が把握 され
.ているかが問題 となる。⑤ は予算管理責任者 に財務 ・人事管 理能力が あるか を示 し、組織
,がズ リムで ライ ンの 責任 分担が確 立 して いるか を指 す。政 治的 目標 を達 成でき るサ ー ビ
ス ・プ ロダ ク トの提 供 という基準 にようて、責任分担 を評価 する ことも重要 である。 ・
⑥ は市民が 自治体 の利用 を便利 と感 じて いるかを指す。 具体 的には開室時間 の長 さ、1
つの事 務所です べてを処理で きるか、 インターネ ッ ドで申込みができるかな どを指す。利
用者の要望について のア ンケー ト調査や苦情処理 もこれに含 まれ る。⑦ は新行政管理 シス
テム が導入 され た当初は無理で あるが、参加者がその道具立て を理解 し、その行動様式が
それに適応 した時点 で行なわれ るべ きとされ る6'ここでは参加者の リー ダーシ ップ を伸ば
す ことであ り1信 賞必罰 の概念 も含 まれ る。
監査の結果指摘 された ことは以下 の点 である。サー ビス ・プ ロダク ト別 予算編成は ど こ
の 自治体 も実施 してお らず、現金収支 を基 に したカメラル式簿 記による項 目別予算編成が
行なわれて いる。 予算管理 をすべ ての予算項 目にお いて行 な っている市 ・町 ・村 もあるが,
一部の項 目に留 まっている所 もある。 しか し予算管理 の導入 に慎重な所 で も、コズ ト意識
の高ま りとい う成果 は得 られ た。 ただ しサー ビス ・プロダ ク ト別予算編 成を議会資料 に添
付 した 自治体 で も、従来の カ メラル 式簿記 によ る項 目別予算編 成を 補 足す る もの に過 ぎ
ず、審議の重点は従来 の予算編成 を基 に行なわれて いた.2つ の市 ・町 ・村だ けが予算 の
審議を 新 しい 予算編 成を基 に して行 なって いた。 また設定 されたサー ビス・プ ロダク トの
数が100を超え、'概観 して全体 を把握す るめが困難な もの もあ った。」一,:1`',・i
一 ドイツのヘッセン州におけ.る外部委託監査の具体的手法の考察 一 ・25
噺 行政管理モデル」は、政治 目標 と自治体の設定 目標 の関係 を透明化 し、全体的 目標と
の関連 か ら値 々の意思決定 を行ない、安定 的な財政 の健全化 を図 る ことを主眼 と してい
る。 ところが このよ うな観点 に立った運営 をしている自治体 はなか った61また 自治体の中
でサー ビス・プロダク ト項 目は重要な管理 目標 とはな って いなかうたbほ んの一部の 自治
体でのみ、サー ビス ・プロダ ク トに関す る内部報告書が作成 されて いるが、そのゴス トを
計算す る≡時的 な処置さえ存在 していなか った。 これは原価計算や成果計算に対す る重要
性の認識の薄 きを物語って いる。、さ らにほんの1つ の 自治体 を除いてこ顧客指向型のサニ
ビスの改善 に対す る本格的対策は とられて いなかった。事務所の設置 ・開室時間 の延長 ・
アンケ+ト 調査 は重要で妥当な措置であるが、サ}ゼ ス,・プロダク トの質 と結び ついた顧
客指向型のサー ビス を目指す とい う点ではまだ不十分 である:・ い
報告書の作成は行なわれ ているがむ カメラル式簿記か ら得 られた数字 を基 にしているた
め、その適切性 に疑 問符が付 く点が見 られたもた だ し中にはそのよ うなデー タを基に自治
体の管理責任者の求 めに応 じたデータを提供 していると ころもあ った。、報告書め様式 につ













最後に廠 府への酷 とし℃ 「新行政管理モデル」が飾 を㌔ す註 脚 ま、サニビ
ス ・プ ロダ ク ト別予算の編成 と採決 を法律で認 める ことを求めている。サ ー ビス ・プロダ
ク ト項 目別予算編成は、市 ・町 ・村 や郡 の議会 では審議 の対象 とな らず、単 にカメラル 式
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